
 

 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

  

本市は、令和６年１月１日現在、男性７５，０８４人、女性７５，８２９人、総人

口は、１５０，９１３人である。 

年齢３区分別では、１４歳以下の年少人口が１５，９６４人、その割合は全体の  

１０．６％、１５歳から６４歳の生産年齢人口が８７，２７６人、その割合は全体の

５７．８％、６５歳以上の老年人口は４７，６７３人、その割合、いわゆる高齢化率

は３１．６％である。 

埼玉県平均と比較すると、本市の生産年齢人口割合は３．９ポイントのマイナス、

高齢化率は４．７ポイントのプラスとなっている。 

本市の産業構造は、令和３年経済センサス活動調査から、４，７３１事業所、産業

分類別の割合順では、卸売業・小売業が１，１９０事業所で全体の２５．２％、建設

業が４９８事業所、１０．５％、生活関連サービス業・娯楽業が４７０事業所、    

９．９％、医療・福祉が４５１事業所、９．５％、宿泊業・飲食サービス業が４４９

事業所、９．５％、製造業が３９９事業所、８．４％となっている。 

また、本市では、本市経済をけん引する重要な役割を担う中小企業・小規模企業の

振興を図るため、平成２９年４月１日に久喜市中小企業・小規模企業振興基本条例を

施行し、持続的に発展するまちづくりを進めている。 

 

（２）目標 

  

本市は、地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等を踏まえ、久喜市中小

企業・小規模企業振興基本条例による持続的に発展するまちづくりを進めるため、中

小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策定し、中小

企業・小規模企業者の先端設備等の導入を促すことにより、更なる経済発展を目指す

こととしている。これを実現するために、計画期間中に１０件（年間５件）の先端設

備等導入計画の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関す

る基本方針に定めるものをいう。）が年平均３％以上向上することを目標とする。 

 

 



２ 先端設備等の種類 

 

本市の産業は、大多数が多様な業種の中小企業及び小規模企業で占めており、それ

ら企業の振興を図ることが生産性の向上にも繋がるため、本計画において対象とする

設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

   

本市の産業は、特定の地域に拠らず、各地域の中小企業・小規模企業が地域と調和

し、暮らしやすい社会の実現に向け、地域行事に積極的にかかわるなど、地域貢献に

努めていることから、本計画の対象地域は、久喜市の全域を対象とする。 

 

（２）対象業種・事業 

 

本市の産業は、大多数が多様な業種の中小企業及び小規模企業で占めており、それ

ら企業の振興を図ることが生産性の向上にも繋がるため、本計画の対象業種・事業は、

久喜市内事業所における全ての業種及び事業とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

   

国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年３月３１日）とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 

先端設備等導入計画の計画期間は、３年間、４年間または５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

   

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和２３年法律第１２２号)

第２条に定める風俗営業であるものに関する取組みは対象としない。 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条

第２号の暴力団に関係する取組みは対象としない。 

本市が債権者となっている債権を滞納している者は除く。 

 人員削減を目的とした取組みは対象としない。 

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。 


